
 

国土強靱化 民間の取組事例 380  被災者等の支援 

地域を守る！ ▶被災者等の支援 21 復旧・復興を支援する 

380 漁港の復旧・復興を促進するシステムの構築 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

一般社団法人全日本漁港建設協会 
【平成 28 年】 

6010005019062 その他防災関連事業者 
【サービス業（他に分類されないもの）】 

東京都 

1 取組の概要 

  一般社団法人全日本漁港建設協会は、東日本大震災における被災３県の漁港復旧工事を支援す

るため、「災害復旧・復興工事支援情報システム」を開発し、平成 24 年１月より運用を開始し

た。同システムでは、協会に加盟している会員各社が保有する作業船や有資格技術者の情報を

リアルタイムで登録しインターネット上で一元的に管理され、効率的な復興を支援する。また、

同協会は漁港施設点検システムや漁港防災協定の締結促進に取り組んでいて、災害時に施設被

害が発生した場合における迅速な応急対策を目指している。 

 また、協会としての事業継続計画を全国規模で策定するなど、これらを総合的に利活用するこ

とにより新たな災害に備えている。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 「災害復旧・復興工事支援情報システム」 

 同協会は、被災地域を中心に膨大な量の復旧・復興工事が集中的に発注される被災３県支部か

らの強い要望に応え、東日本大震災で被災した漁港施設の工事を支援する事業の一環として、

「災害復旧・復興工事支援情報システム」を開発し、その運用を開始した。 

▲漁港施設点検システム ▲災害復旧・復興工事支援情報システム 
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 同システムは、会員企業間で作

業船や人材を融通し合うための

マッチングの場として、全国の

会員各社が、被災地の工事支援

に派遣できる作業船や有資格技

術者の情報をリアルタイムで登

録しインターネット上で一元的

に管理される。そのデータベー

スを被災県の会員や発注機関が

閲覧できる。 

 

「漁港施設点検システム」 

 国内にある多くの漁港施設は、老朽化によって日常的な点検や診断が重要になっているため、

同協会は、漁港施設の日常的な維持管理や、災害時の状況把握に役立てるため、ティエスビジュ

アルリサーチと共同で端末アプリ「「漁港施設点検システム」を開発した。災害時に施設被害が確

認されると、その状況をすぐ伝達し、資機材を調達し応急工事に対応することが可能である。 

 漁港管理者や漁協関係者が施設を巡回する中で損傷を発見した場合、スマホで撮影しデータベ

ースに入力すると、施設管理者に自動的にメールで通知され、施設管理者は撮影された写真や

施設の位置情報、損傷具合等確認することができる。 

 入力されたデータは蓄積され、長期的な維持管理に役立てる。 

 

漁港防災協定の締結促進 

 同協会は、漁港・漁場・漁村の

災害時における応急対策業務の

応援活動に関し、県毎に県当局

と団体間の協定を、全日本漁港

建設協会も関与する形で締結し

ている。平成 17 年に高知県と

「災害時の応急対策業務に関す

る協定」を締結して以降、北海

道、沖縄県等 14 道県と協定を

締結している。「（平成 29年４月

現在） 

 

▲漁港施設点検システムの概要 

▲災害復旧・復興工事支援情報システムの概要 
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3 取組の平時における利活用の状況 

  災害復旧「・復興支援工事情報システムは、全国の会員建設業者が事業を受託「・実施する際に応援

を求める必要が有る場合の検索ツールとして活用されている。漁港施設点検システムは、漁港

の日常点検等での県と業者間の情報伝達ツールとして活用されている。 

 漁港施設点検システムについては、これを用いて日常点検をすることにより、施設の経年変化

の写真データ等も蓄積され、計画的な維持管理に効果的である。 

 

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  同協会は、二つのシステムの提供を通し、協会会員各社が災害時に必要な人材と資機材を確保

することを支援し、迅速な応急工事を可能にすることで、漁業と漁港で働く人々の生活と社会

インフラである漁港施設を守ることに貢献する。 

 

5 防災・減災以外の効果 

  会員建設業者は、情報システムを活用し、発注される事業量に見合った作業船等の確保につき

応札前から準備「・調整することが可能となる。また、発注者側も情報システムを閲覧することに

より、作業船の諸元や在場予定等について最新の情報が把握できるため、その情報を事業の発

注内容に反映することが可能である。 

 同協会では、平成 27年１月に構築した「「漁港施設点検システム」を経由して、スマートフォン

を利用した漁港施設の日常点検等に活用している。 

 

6 現状の課題・今後の展開など 

  同協会は、二つのシステムについて、内容を充実させ、操作性を向上させる等システム改良を推

進する。また、漁港防災協定の締結も含め、全国的にこの取組を展開する予定である。 

 

7 周囲の声 

  「限られた人員で施設を点検するのに有効だと思う。活用できるものは取り入れていきたい。」

（地方公共団体） 

 

 

 


